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越　　智　　　　　萌

　刑事裁判の法廷には被告人が出廷（在廷）しなければならないとの原則（欠席裁判（Trial 

in absentia）禁止原則、被告人在廷原則）は、3者（検察官、被告人、裁判官）構成による裁

判を用いる現代刑事司法制度において一見所与のもののように思われる。しかし、多くの法原

則と同様、この原則の内容については法制度ごとに大きな違いがある。また、原則であるがゆ

えに通常多くの例外を有し、その例外の範囲は様々な要素によって決定される。さらに、ジェ

ノサイドや人道に対する犯罪といった国際的関心事とされるいわゆる中核犯罪（core 

crimes）に対する国際刑事裁判においては、通常の国内裁判よりも欠席裁判禁止原則の例外

の要請が強く見られる。中核犯罪事件は、その規模から大量の被害者を発生させ、国際的な強

い関心を呼び起こす。しかしその一方で、被疑者逮捕に必要な犯罪発生地国や被疑者所在国に

よる逮捕・捜査協力の確保が容易ではない上に、中核犯罪に最も重大な責任を有する者は往々

にして高い地位についている場合も多く、被疑者確保に対する数多くの政治的障壁が立ちふさ

がる。被告人不在での手続も行われた国際刑事司法の最初期の実行であるナチスに対する国際

裁判から時代は変遷し、今日では、欠席裁判禁止原則は被告人の人権として国際人権諸文書に

盛り込まれている。それにもかかわらず、近年再び、国際刑事司法における欠席裁判容認論が

一定の高まりを見せている 1）。被害認知や賠償（補償）、歴史確定、政治的メッセージといった、

国際刑事司法の目的の多くは、被告人不在でも達成され得る。欠席裁判の可否をめぐる論争は、

国際刑事司法の目的や実効性とは何を意味するのかを問う、根本的な論点をはらんでいる。

　本稿では、国際刑事司法における欠席裁判禁止原則について考察し、国際刑事司法に特有の

プレミス（premise：前提となる事情や価値）が同原則の例外の範囲に与える影響について検

討する 2）。なお、本稿でいう「欠席裁判」は、欠席での公判（予審手続を除く）を指す。「在廷」

とは、概念的には被告人本人による効果的な弁護活動がなされることを意味し 3）、物理的な出

廷に限らず、IT手段を用いた出廷も含むが、弁護人のみの出廷は含まない。
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　以下ではまず、比較法の既存研究の概観を通じて欠席裁判禁止原則の理論的根拠を確認した

後、関連する諸法規の比較分析から共通性の確認を行うことで同原則が国際法や国際刑事手続

法の法源といえるか、およびその内容について検討する。その上で、確認された法原則が国際

刑事司法領域における特殊性により受ける内容的な影響について分析を行うことを通じて、国

際刑事司法が何を達成しようとする制度なのかについて考察する。

1．欠席裁判禁止の理論的根拠─効果的な裁判と在廷する権利

　比較法における既存の研究では、大陸法体系と英米法体系の間で欠席裁判禁止の範囲が異な

るといわれる。国際連合（国連）加盟国のほとんどが参加した国際刑事裁判所（International 

Criminal Court: ICC）規程の起草過程での議論においても、主に大陸法体系の国家は被告人

不在での裁判をより多く行えるような制度の提案をした一方、英米法体系の国家は主に、被告

人不在での裁判はできる限り制限すべきであるとの主張を行った4）。こうした見解の違いには、

各国の刑事司法制度がよって立つ思想や制度全体との関係の影響があると考えられる。刑事裁

判において被告人が在廷する必要があると考えられているそもそもの理論的根拠も、大陸法体

系と英米法体系において異なり得る。以下では、それぞれの刑事訴訟モデルにおける欠席裁判

禁止原則に関する既存の研究の概観から、その基本的な理論的根拠について考察する。

1．1．裁判の正確性

　一般的に、職権主義をとる大陸法体系においては、裁判官自らが率先して真実の発見に取り

組むため、裁判手続上の被告人や弁護人の存在の重要性は、当事者主義に比べて相対的に低い

といわれる。例えばドイツの裁判手続は、被告人と弁護人を区別し、被告人が直接に法廷で意

見を述べる機会が保障されている等の特徴がある 5）。そもそも、職権主義的な刑事司法の最終

的な目的は、犯罪実行者に刑罰を科することであり、犯罪者を法廷に引き出し環視のうちに裁

きをうけさせることではないため、裁判の本質として被告人の在廷を必要とするものではな

い 6）。むしろ、被告人は訴訟の客体であり、捜査の客体としての証拠方法と見做される 7）。す

なわち、裁判官が事件について十分に審理して真実を発見するために被告人を出廷させ、その

証言の正確性を確かめる必要があるのである。このことから、大陸法体系の国家では、被告人

の出廷を義務として設定する場合もある。そのため、いわゆる公判出頭義務は、本質的には誤

判の回避に対する国家の利益に基づくものと考えられる 8）。他方で、被告人が裁判所の前で自

らの言い分を聞いてもらう権利については、聴聞請求権として保障される 9）。

　これらの点から、大陸法における欠席裁判禁止原則は、公判における審理の正確性を保つ

ことを最大の目的とするものであり、被告人の在廷は、裁判手続の根幹にかかわる絶対的に必
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要なものとは考えられていない。そのため、欠席で審理が可能な場合が広く認められ得るので

ある。

1．2．権利としての在廷

　英米法体系では、理念上、裁判官は敵対する当事者間の公平な審判者としての存在とされる。

そのため、訴訟の当事者である検察官と被告人が、権利を十分に保障された状態で公平に議論

する場を確保することが、裁判手続における基本的かつ最重要の要素と考えられる 10）。当事

者主義的な概念を基礎にして、英国における伝統的な「聞いてもらう権利（Right to be 

heard）」や 11）、証人に対する対質権（right to confrontation of witness）の保障に加え、自

分に不利な証言の間被告人が裁判所に在廷する機会が保障される在廷権（right to be 

physically present）が保障されねばならないとされる 12）。このように、被告人を訴訟の対象

として見るのではなく、訴訟の当事者の地位に置き、在廷を権利として構成する。したがって

英米法では、訴訟手続における被告人の在廷を訴訟の根幹にかかわる問題として捉えるため、

裁判の開始時に被告人が欠席であれば、裁判は基本的に開始されない。

　また、真実の発見は、より活発な訴訟活動が公判の場において口頭で行われることによって

確保されると考えられるため、裁判の正確性の確保にも被告人の在廷は必要であると考えられ

ている 13）。

2．欠席裁判禁止原則に関する法規の比較

　国際法においては、諸法に共通する原則で裁判所が見出した「法の一般原則」が法源として

適用され得る（国際司法裁判所規程 38 条 1 項（c））14）。また、諸国際人権文書や諸人権裁判所、

各国憲法等で保障される人権保護の基準は、近年諸国際刑事司法機関において「国際的に認め

られた人権」基準として適用される（例えば、ICC規程 21 条 3 項）。さらに、より特定の法

分野等のプレミスを考慮した「一般原則」も判例において広く適用されている 15）。被告人の

在廷を要求するような理論的根拠が関連する諸法規においてどれほど共通するか、そしてどの

ような例外が設けられてきたかを確認するため、次に、被告人の在廷に関する現行法規の比較

分析を行う。

2．1．欠席裁判禁止原則の共通性

　裁判には被告人が在廷せねばならないかに関する諸法規の比較検討をまとめると、欠席裁判

禁止原則の共通性と、その例外についてそれぞれ指摘できる。範囲は多様であるが、一般的に、

被告人在廷での裁判が原則であり、不在で裁判を行う場合にはその理由や例外の範囲が定めら
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れていることがわかる。

　まず、人権条約では、自由権規約 14 条 3 項 (d)前段では、「自ら出席して裁判をうけおよび、

直接にまたは自ら選任する弁護人を通じて、防御すること」の保障をうける権利を有すること

が規定されている。欧州人権条約 6条も、公正な裁判をうける権利を規定する。しかし、同条

3項 (c)は、「直接に、もしくは自ら選任する弁護人を通じて防御すること」の権利を有すると

して、裁判中の在廷については直接規定していなかった。米州人権条約の公正な裁判に対する

権利を定める 8条の規定にも、被告人が在廷しなければならないという言及は見られない。た

だし、同条 2項 (d)では、欧州人権条約と同様に「自らを防御すること」と規定されている。

また、人および人民の権利に関するアフリカ憲章では、裁判をうける権利について規定する 7

条に、弁護権が規定されている 16）。

　国際的武力紛争における犠牲者の保護について定めるジュネーブ諸条約第 1追加議定書 75

条 4 項では、基本的な保障として、「(e)罪に問われている者は、自ら出席して裁判を受ける権

利を有する」こと、そして「(g)罪に問われている者は、自己に不利な証人を尋問し又はこれ

に対し尋問させる権利並びに自己に不利な証人と同じ条件での自己のための証人の出席及びこ

れに対する尋問を求める権利を有する」ことが含まれる。非国際的武力紛争においては、最低

限の保障の 1つとして、敵対行為に直接参加しない者に対し、正規に構成された裁判所で文明

国民が不可欠と認める全ての保障を与えるような、裁判によらない、判決の言渡および刑の執

行は禁止される（ジュネーブ諸条約共通 3条）。また、ジュネーブ諸条約第 2追加議定書 6条

2 項 (e)では、不可欠な保障として、独立性および公平性を有する裁判所の判決によらない有

罪宣告や刑の執行を行うことを禁止するが、特に、罪に問われている者は誰でも、自ら出席し

て裁判をうける権利を有することを規定する 17）。

　国際刑事司法協力関連条約では、欠席裁判による有罪判決が引渡により執行されるような状

況を、引渡の義務的拒否事由として設定するものが見られる。犯罪人引渡モデル条約 3条 (g)

では、①請求国の判決が被告人不在で出され、②有罪判決を受けた者が裁判または自身の弁護

について調整する機会についての十分な通知をうけておらず、③本人在廷での再審をうける機

会がなかったまたはない場合、引渡を拒否しなければならないとしている 18）。コメンタリで

は、①被告人不在の条件については解釈的問題が残り、単に身体的在廷を要求するか、手続の

冒頭のみの在廷でもよいとするか、また被告人が裁判を物理的に妨害する場合に別室で視聴覚

機器を通じて参加するまたは弁護人を通じて参加する場合を含むか等は、国によって様々であ

ることを確認している 19）。他方で、被告人不在での裁判に基づく引渡請求に対する引渡拒否は、

義務的なものでなく選択的なものとして定めているものも多く見られる。例えば、欧州犯罪人

引渡条約ではもともと、被告人不在での裁判に関する規定は設けられていなかったが、1978

年の第 2追加議定書 3条によって、被告人不在の場合の引渡拒否に関する規定が追加された。
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追加された規定では、適切な権利保障がなされない限りにおいて、引渡の被請求国は、被告人

不在での判決による刑の執行およびそうした決定による拘束命令のための引渡請求がある場

合、引渡を拒否できると定める（欧州犯罪人引渡条約第 2追加議定書 3条 1段）。

　諸国の国内法では、上で見たように、被告人在廷の問題について、ドイツ（基本法 103 条 1 項、

刑事訴訟法 232 条以下、276 条以下）やフランス（刑事訴訟法 410 から 416 条等）といった多

くの大陸法体系の国家では例外が認められているが、例えば米国（憲法第 6修正および第 14

修正）といった英米法体系の国家では権利として保障されている。一方、近年では人権条約に

基づく要請や例外的に欠席裁判を認める必要性等からこれら 2つの法体系間での近接が見ら

れ、規則はより複雑化している。欧州人権裁判所により、国内刑事手続における欠席裁判制度

が欧州人権条約違反であるとされ、大陸法体系に属する国内法の改正が行われた事例が複数見

られる 20）。

　このように、欠席裁判禁止原則は、抽象的なレベルにおいて諸法に共通してみられるといえ

る。ICC規程の起草過程においても、被告人不在での裁判が許容されるべきかについて、国

際法が明確な答えを提供しておらず、また諸国の実行にも多様性があったが、原則としては、

被告人は公判の間在廷するべきであるということには異論がなかったといわれる 21）。このよ

うな原則は、「法の一般原則」、「国際的に認められた人権」基準、または各法分野の一般原則

として捉えられると思われる。問題は、その例外の有無および範囲であるといえるが、以下、

その例外をパターン化して把握する。

2．2．例外の条件

　被告人不在での裁判が許容されるとする例外の条件は複雑であり、各法規により異なる。比

較法分析の結果、大まかには、欠席裁判が必要とされる 3つの前提となる状況と、欠席裁判を

許容するための 3 つの要件の組合せによって次のように整理することができると考えられ

る 22）。

　欠席裁判が必要とされるような前提となる状況には、（1）司法当局が被告人の身柄を確保し

ている場合、（2）身柄は確保できていないが、刑事裁判と起訴に関する適切な通知がなされる

場合、または、（3）被告人に通知が到達していないまたは到達が確認できない場合の 3通りに

分けられる。また、欠席での裁判の実行が許容されるための要件として、次の 3つがあげられ

る。(A)被告人自らが訴訟を妨害する場合、(B)被告人自らが在廷の権利を放棄する場合、ま

たは (C)再審の保障がある場合、の 3つの要件である。以下、（1）～（3）の前提となる状況

において、(A)～(C)の要件がいかにして満たされ得るかについて、場合分けを行ってみる。
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　　　2．5．1．身柄が確保されている場合

　第 1に、身柄が確保されている状況における欠席裁判が許容される 3つの要件を整理してい

く。まず、(A)の被告人による訴訟の妨害は、冒頭手続が済まされた後の、被告人欠席での裁

判の継続の理由づけとなる（完全欠席（nunquam praesene）と区別し、一部欠席（semel 

praesens）とも呼ばれる）。このような状況では、多くの法規において欠席裁判が許容されて

いる。英国では、在廷を権利として保障する伝統があるが、その例外として被告人の非行は欠

席での裁判の容認の理由となってきた 23）。被告人の在廷の権利を憲法で規定する米国におい

ても、1946 年に採択された連邦刑事手続規則 43 で、この権利に明示的な制限が設けられた。

同規則では、被告人が裁判を妨害し、被告人を裁判から退席させることが正当である場合があ

げられている（(c)項）。イリノイ対 Allen事件では、権利放棄の意思表示がなくても、法廷内

での不当な言動により審理を妨害する被告人は在廷権を失い、裁判官はこれを退廷させること

ができると判断している 24）。ただし、1993 年の Crosby事件において米国最高裁は、裁判開

始時に被告人不在である裁判は許容されないとした 25）。日本では、刑事訴訟法 341 条で「被

告人が陳述をせず、許可を受けないで退廷し、又は秩序維持のため裁判長から退廷を命ぜられ

たときは、その陳述を聴かないで判決 をすることができる」としている。

　次に、(B)の被告人自らが在廷の権利を放棄する場合についても、身柄を確保していればそ

の意思確認が可能である。この状況については、被告人による妨害の場合よりは共通性が見出

しにくいといえるが、特に権利放棄に関して詳細に検討している諸人権裁判所の見解からは、

「適切な司法の運営の利益において」、在廷する権利の放棄を理由に欠席裁判を許容できるもの

として理解される 26）。また、例えば米国では、被告人が自らの権利を放棄する場合または裁

判開始後に自ら法廷を去る場合や、死刑に相当する事件以外で、刑の宣告に自ら進んで欠席す

る場合には（連邦刑事手続規則 43(c)）、在廷権が制限される。日本では、基本的には被告人が

公判期日に出頭しないときは、開廷することはできない。しかし、1952 年のいわゆるメーデー

事件の審理が被告人らの出廷拒否戦術によって混乱したことをうけ、翌年改正した刑事訴訟法

286 条の 2では「被告人が出頭しなければ開廷することができない場合において、勾留されて

いる被告人が、公判期日に召喚をうけ、正当な理由がなく出頭を拒否し、刑事施設職員による

引致を著しく困難にしたときは、裁判所は、被告人が出頭しないでも、その期日の公判手続を

行うことができる」としている 27）。

　一方、公的機関が身柄を確保しつつ、裁判に出廷させないことは一般的に禁止されていると

考えられる。問題はその場合、(C)の再審により「救済」されるかであるが、これについては

後で詳述する。
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　　　2．5．2．適切な通知がなされる場合

　身柄が確保されていないが適切な通知がなされている場合、(A)裁判の妨害が成立すること

は考えられにくい。想定されるのは、不出廷による在廷権の放棄である。

　(B)権利放棄については、例えば自由権規約委員会のMbenge対ザイール事件では、自由権

規約 14 条は、被告人の不在の理由を鑑みずに、常に被告人不在の手続を不許容とするものと

しては理解できないと述べている 28）。そして、事前に適切に手続について通知された被告人

が出廷する権利を放棄する場合は、被告人欠席での裁判は「適切な司法の運営の利益において」

容認できると説明した 29）。英国では、2003 年の Jones事件で、被告人が逮捕後に逃亡し、意

図的に出廷しないことによって有利になろうとしている状況はトラウマを負った多数の証人ら

に対して不公平であることが考慮された 30）。原則として欠席裁判を禁止する米国では、1884

年の Hopt対ユタ事件最高裁判決では、被告人の在廷権は明示の意思表示によっても放棄が認

められないとしていたが 31）、1912 年の Diaz事件等で、意思表示による在廷権放棄を認める

ようになった 32）。ドイツでは、基本法 103 条 1 項で、何人も事前に聴聞されることなくして

有罪の判決をうけないことを定めている。しかし、例外として、①被告人がドイツ裁判権の及

ぶ領域内に所在し、かつその滞在場所が知れていて適法な召喚ができたにもかかわらず出頭し

ない場合の「不出頭者（Ausgebliebene）」に対する手続（ドイツ刑事訴訟法 232 条以下）が

ある。同様に、フランスでは、故障申立て（lʼoppositon）33）の対象となる被告人の「欠席

（défaut）」と、「不出廷（absence）」は区別される（フランス刑事訴訟法 410 から 416 条

等）34）。

　在廷の権利の放棄については、その放棄を如何なる場合に推定できるかが問題となる。欧州

人権裁判所の判例からは、通知をうけた上での被告人の不在が、被告人の自由意思によるもの

か、それとも正当なまたはやむを得ない理由があるか否かの証明がどのようになされるかも問

題であるといえる 35）。例えば、勾留状態から逃亡した場合では、裁判について十分に通知さ

れていると見なされるため、逃亡が被告人の自由意思による場合には、在廷する権利の放棄と

見做され得る。

　しかし、(C)の再審の確保の要件が有用であるかに関しては、以下で検討する。

　　　2．5．3．通知が到達していないまたは到達が確認できない場合

　最後に、通知が到達していないまたは到達が確認できない場合は、(A)裁判妨害および (B)

権利放棄の要件はあり得ないため、(C)の再審確保の要件の充足が必要とされるが、この状況

には多くの問題が生ずる。

　まず、通知について諸人権規範からは、通知のための合理的措置が執られたことでは足りず、

事実として被告人が刑事手続を知っていなければならず、かつそうした知識は当局から正式に
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もたらされたものでなければならないとの見解をとるため、そもそも（3）の状況では欠席裁

判は認容されないとの立場であるといえる。被告人に十分な通知がなされないまま欠席裁判が

行われたことが欧州人権条約 6条違反であるとして、Colozza対イタリア事件で欧州人権裁判

所は、6条全体としての目的は、犯罪行為について公訴を提起された者は聴聞に参加する資格

が与えられることであるとした 36）。また T対イタリア事件では、同判決では通知の問題につ

いて、訴追について対象人物に通知するという重要な法的行為は、被告人の権利の効果的な行

使を確保することを可能にするような手続的および実体的要求に沿うかたちで行われなければ

ならず、曖昧で非公式的な知識では十分とはいえないとした 37）。

　さらに、(C)の再審の保障は、（3）の状況で欠席裁判に踏み切った場合の救済措置と位置づ

けられるが、救済措置であるため基本的に欠席での裁判それ自体は違法である点には代わりな

いといえる。自由権規約委員会のMaleki対イタリア事件では、もし 14 条が、裁判に関する

被告人に対する適切な通知の欠如によって侵害されたとしても、被告人が拘束された場合の再

審が確保される場合には、「救済」されるとした 38）。再審が問題となった欧州人権裁判所

Demebukov対ブルガリア事件では、被告人が在廷する権利を明示的にまたは黙示的に放棄し

ていなければ、不在の状態で有罪判決をうけた被告人は起訴事実の問題についての新しい判定

をうけなければならないとしている 39）。フランスでは、本人に対する呼出しをうけない場合

であって、呼出しのあったことを知っていたとされないときは（刑事訴訟法 412 条）、被告人

が出廷しないままなされた判決は「欠席」判決とされ、故障申立ての対象となる。

3．国際刑事司法における欠席裁判禁止原則の内容

　諸法の比較分析から、欠席裁判禁止原則の例外が認められるパターンとして一定の共通性が

見出せるのは、第 1に、被告人の身柄が確保される場合で、訴訟の妨害または権利放棄がある

場合、または、第 2に、適切な通知がなされる場合で、権利放棄がある場合であるとまとめる

ことができる。例外中の例外として、通知がなされているか不明である場合でも、再審が確保

されていればよいとする立場もあるが、同措置は侵害された権利の救済手段であり、権利の侵

害自体は発生する 40）。

　ここまで、欠席裁判禁止原則の理論的根拠と諸法の比較検討から、同原則の内容について確

認した。以下では、国際刑事司法における同原則の規定状況および判例を確認した後、被告人

の裁判中の在廷が必要とされる基本的な理論的根拠が欠席裁判禁止原則の国際刑事司法領域に

おける適用可能性との関係でどのように捉えられるかについて考察する。
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3．1．国際刑事司法機関の規程

　　　3．1．1．国際軍事法廷（International Military Tribunal：IMT）

　IMT憲章 12 条は、被告人が見つからないとき、または何らかの理由で被告人が欠席したま

ま審理を進める必要を認めるときは、被告人欠席のまま訴訟手続を遂行する権限を有するとし

て、欠席裁判を容認していた。ナチスの秘書であった Bormannは、IMTでの裁判手続開始

時に、唯一拘束されていない被告人であった。IMTにおける「手続規則」の規則 2(b)では、

拘束されていない被告人に対する通知の義務を設定し、被告人に対する起訴内容および被告人

が享受する権利について裁判所が認める形態で通知がなされなければならないと定めていた。

Bormannに対する通知は、週 1回 4週にわたるラジオ放送および新聞によってなされた 41）。

しかし Bormannの身柄が確保できなかったために被告人欠席のまま行われた公判において、

Bormannの弁護人は、彼が既に死亡しているため 12 条を適用すべきでないと主張した 42）。

しかし被告人の死亡の証拠が完全ではなかったことから、12 条に従い、被告人欠席の状態で

裁判が行われ、死刑が宣告された 43）。

　Bormann事件での欠席裁判の実行に対しては、公正な裁判の基準が満たされていないとの

指摘がある一方、IMT憲章に欠席裁判を許容する明確な規定があること自体からは、第 2次

世界大戦直後の時期には国際レベルにおいても欠席裁判は許容されていたとも考えられる44）。

　　　3．1．2．特設法廷等

　1990 年代に設立された旧ユーゴスラビア国際刑事法廷（International Criminal Tribunal 

for the former Yugoslavia：ICTY）やルワンダ国際刑事法廷（International Criminal 

Tribunal for Rwanda：ICTR）では、基本的には在廷を被告人の権利として認めている。

ICTY規程 21 条 4 項 (d) および ICTR規程 20 条 4 項 (d)では、被告人は、規程に基づく自身

の罪の決定について、十分平等に、少なくとも、自ら出席して裁判をうけ、自身でまたは自ら

選任する弁護人を通じて防御することの保障を受ける権利を有することを定めている 45）。

　しかし、この権利が絶対的なものでないことは判例で確認されている 46）。ICTRでは、被告

人によるボイコットが問題となった。Barayagwiza事件で被告人は、ICTRの独立性や公平

性に疑義を唱えて裁判への出席を拒否した。そのため、公判部は、被告人が明確に出廷する権

利を放棄した場合は、欠席での裁判は許容されるとの決定を行った 47）。その後 ICTRは、

2003 年 5 月に手続証拠規則 82 の 2 を挿入した。同規則は、被告人が公判に出席することを拒

んだ場合には、被告人が冒頭手続を済ませており、公判への出席を要求されていることを書記

局が被告人に適切に通知しており、かつ被告人の利益が代理人によって代表されていると認め

られる場合、裁判部は被告人欠席での裁判を命ずることができるとしている。また ICTRでは

Zigiranyirazo事件で、「実質的な裁判の妨害」によっても在廷する権利は制限され得ると判断
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している 48）。しかし、当該妨害行為が意図的なものである場合に限定され、妨害行為によっ

て在廷する権利が制限されることについての事前の通告が要される 49）。

　シエラレオネ特別裁判所（Special Court for Sierra Leone：SCSL）規程では 17 条 4 項 (d)、

特別アフリカ裁判部（Extraordinary African Chambers：EAC）規程では 21 条 4 項 (d)にお

いて、ICTYや ICTRと同様に、被告人は自身の在廷で裁判される権利、および自らもしくは

法定代理人を通じて弁護する権利を保障している。他方、SCSLの手続証拠規則 60 では、被

告人が冒頭手続を終えており、自身の出廷する権利が保障されているにもかかわらず出廷を拒

む場合や、冒頭手続を終えた後に逃亡し、裁判所に出廷することを拒む場合は、欠席での裁判

が許容されることが規定されている。カンボジア特別裁判部（Extraordinary Chambers in 

the Court of Cambodia：ECCC）でも同様に、ECCC法 35 条 2 段 (d)で SCSLと同じ規定を

置いている。また、より詳細な規定を置く内部規則 81 では、まず 1項で、同規則で定める場

合を除き、被告人は自身の在廷で裁判されると規定しているが、同規則 4項では、冒頭手続後

に出廷を拒否したり、規則に従って法廷から退出させられたりした場合でも、裁判手続は継続

することができるとしている。

　　　3．1．3．ICC

　ICC規程 63 条 1 項では、被告人は基本的に公判の間在廷するものと定めている。しかし、

同条 2項では、他の合理的な代替措置が十分でないことが判明した後の例外的な状況において

のみ、かつ、真に必要な期間においてのみ、在廷している被告人が公判を妨害し続ける場合に

は、当該被告人を退廷させることができるとしている。また、同項では同じ条件で、必要な場

合には通信技術を使用することにより、被告人が法廷の外から公判を傍聴し、および弁護人に

指示することができるようにするための措置をとることも公判部に許容している。これらの措

置は、ICC規程 67 条 1 項 (d)で定める被告人の在廷する権利の例外であるが、起草過程では

米国を含む諸国から批判された 50）。

　2013 年、ケニア事態において現職の大統領と副大統領が被告人となったが、公務により出

廷できない場合にこれを許可するかという論点が浮上した 51）。Ruto事件では、現職の副大統

領として公務遂行を理由に本人が欠席を申し立て、公判部が実質的に大部分についての欠席を

認めたのに対して 52）、上訴裁判部はより制限的に、例外的な欠席裁判が許容される条件をあ

げた 53）。同年 11 月 27 日、ICC締約国会議は新たに、ビデオ技術を用いた出廷（手続証拠規

則 134 の 2）、公判からの退出（134 の 3）、特別な公務による公判からの退出（134 の 4）を採

択し、部分的な欠席を認める例外規則を追加した 54）。

　2020 年 5 月 28 日に上訴裁判部は、Gbagbo事件で、無罪後の上訴期間中、裁判所の出頭要

請に従い出頭しない場合には欠席のまま手続が進行されることに署名するという釈放条件に関
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連した上訴に対して以下のように決定した。まず裁判部は、本件を、被告が出廷しない他の事

件と区別するのは、規程 60 条の敷居がすでに超えられた事例であるからである、すなわち裁

判所の管轄権の効果的な執行の敷居を超えたものであるとした 55）。その上で、被告人が望ん

だ欠席の場合の被告人の物理的欠席での手続継続は、ICC規程によっても、法の一般原則によっ

ても禁止されていない 56）。ただし、それは弁護人による弁護の確保など公正な裁判に対する

権利が尊重されている限りとした 57）。

　　　3．1．4．レバノン特別法廷

　被告人不在に関する手続について近年多くの注目を集めているのは、国連安全保障理事会決

議を根拠とする特別法廷であるレバノン特別法廷（Special Tribunal for Lebanon: STL）が採

用した制度である 58）。STLで欠席裁判制度が導入された背景には、対象国のレバノンの国内

法が大陸法体系に基礎をもち、欠席裁判を容認していた事実があった 59）。また、被疑者は世

界各地に分散していると見られることもあり、STL規程 22 条は被告人不在での手続を広く認

めている。

　同条 1項では、被告人が以下の状況にある場合、被告人欠席のまま公判を執り行うとしてい

る。その場合とは、被告人が書面によって明白に出席の権利を放棄した場合（STL規程 (a)）、

被告人が関係国家から引き渡されない場合（同 (b)）、または、被告人が逃走したまたは被告人

が見つからず、被告人を法廷へ出廷させ、予審判事によって確認された起訴事実を被告人へ通

知するためのあらゆる合理的な措置が執られている場合である（同 (c)）。欠席裁判を行う際の

条件として、被告人が起訴状を通知され、または被告人に起訴状が送達されているまたはメディ

アの広告もしくは居住国家もしくは国籍国への伝達を通じて起訴状について被告人が知らされ

ていること（同 2項 (a)）、被告人が自ら弁護人を選任し、弁護人に報酬を支払っているまたは

法廷により被告人が困窮していると証明された場合には法廷により報酬が支払われていること

（同 (b)）、被告人が弁護人を選任しないもしくはできない場合には、STLの弁護人局によって

弁護士が任命されていることが確保されていなければならない（同 (c)）。欠席判決を得た場合

の被告人に対しては、欠席裁判によって有罪判決となった場合で被告人自身が弁護人を選任し

なかった場合には、被告人がその判決を受け入れない限り、被告人は自ら法廷に在廷し再度裁

判をうける権利を有している（同 3項）60）。

　STLの Ayyash事件では、欠席での裁判が決定され、行われている。同事件では、2011 年

6 月 28 日に逮捕状が発付されてから、同逮捕状の情報はレバノンにおけるアラビア語、フラ

ンス語、英語の新聞広告で周知され、国際刑事警察機構の国際逮捕状も発布されたが、被告人

4名は逮捕されず、また自発的に出頭することもなく、その他の方法で管轄権下に置くことも

できなかった 61）。2012 年 2 月 1 日の公判部の決定では、当該事件の被告人 4名に対する欠席
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裁判が許可された 62）。

　　　3．1．5．国際刑事司法機関諸規定における例外

　一般原則としての欠席裁判禁止原則の例外として、被告人の身柄が確保される場合で訴訟の

妨害または権利放棄がある場合と、適切な通知がなされる場合で権利放棄がある場合があった。

国際刑事司法機関の規程では、IMTと STLの事例を除き、これら 2つの例外のみが認められ

ているが、STLでは再審の保障が置かれている。このように、国際刑事司法においても通常の

刑事司法と同程度の保障が保たれていると考えられる。それでは、国際刑事司法における欠席

裁判禁止原則は、国際刑事司法の特殊性には影響を受けないのであろうか。以下、国際刑事司

法における訴追確保の要請が与える欠席裁判禁止原則の理論的根拠への影響について考察する。

3．2．訴追確保の要請と被告人在廷の要請とのバランス

　　　3．2．1．中核犯罪訴追確保の要請

　欠席裁判容認を要請するプレミスは、国際刑事司法においては強く存在する。ICC規程の

起草過程でも、国際的な刑事裁判所が被告人不在での裁判を行えるような権限をもつことを志

向するような意見があったといわれる。その理由として、被告人が裁判があることを知りつつ

出廷を拒む場合や被疑者所在国が引渡を拒む場合、裁判所の司法権は、被疑者や所在国による

実質的な「拒否権（veto）」の対象となってしまうことがあげられた 63）。同様に、Ruto事件

公判部決定は、被告人が意図的に公判を妨害するために計画されたような状況において、欠席

裁判を禁止することは裁判部を「不処罰の人質」とする行為であると述べ、そのようなシナリ

オの結果は、ICCが根本的に避けようとする「不処罰の術中に陥る」ことになるとした 64）。

その上で、被告人の在廷を原則とする ICC規程 63 条 1 項の目的は、「起訴された犯罪につい

ての被告人の個人の責任に関する効果的な調査の目的で、被告人の時間と居場所に制約を科す

るという観点から、公判部が被告人に対して司法的コントロールを維持すること」であると述

べている 65）。

　また、ICC起草過程では、被告人不在での判決は最終的に被告人の捕獲につながる被告人

の孤立化に貢献する道徳的制裁のようなものを構成し得ることも主張された 66）。また、別の

見解として、刑事事件においては、被告人が裁判所に現れるまでの期間中に失われてしまいや

すい証拠が、迅速な裁判によって効果的に保全され得ることも指摘されていた 67）。被告人不

在での裁判を許容する範囲を広く設定した刑事司法機関である STLの制度の革新性を評価す

る論者もいる 68）。また、STLの実効性を評価して、ICCにも同様の制度を導入することを奨

励する論者も見られる 69）。これは、ICC発足後にも、逮捕状が出されているにもかかわらず

多くの被疑者が逃亡中であるまたは諸国の引渡を得られない状況が続いたことを背景とする見
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解であると見られる。

　　　3．2．2．被告人在廷の要請の強調

　他方で、国際刑事司法領域においても、被告人の在廷での裁判を原則とする必要性は主張さ

れている。Schabasと Curuanaは、大陸法体系と英米法体系の間では欠席裁判禁止の理論的

根拠は異なるように一見見えるが、被告人在廷の論点は、法体系間の基本的価値の相克の問題

というより、実行および伝統の違いの 1つに過ぎないと評価する 70）。これは、2つの法体系に

おける刑事訴訟モデルは依然として異なっていても、被告人在廷の理論的根拠自体は法体系間

で共有されていることに表れている。すなわち、被告人が出席することは、被告人の証言の正

確性を立証し被害者および証人のものと比較する必要に加えて、聴聞に対する被告人の権利の

保障のために重要なものであることには争いがない 71）。加えて、近年の ICCの判例から、

ICCでは在廷は権利としても義務としても認識されているとの指摘もある 72）。これらの見解

を総合して捉えれば、被告人在廷を要求することの現代的な理論的根拠は、裁判の正確性を確

保することおよび被告人の権利を保障することの両方であり、欠席裁判禁止原則に対する例外

は、その例外事由がこれら 2つの要請を超える場合に限られる。

（1）　裁判の正確性

　国際刑事司法機関において被告人在廷を原則とする必要性としては、まず、裁判の正確性に

関連する点があげられる。例えば、ICTY判例では、中核犯罪事件はあまりにも複雑であるた

め、国際刑事司法機関が被告人不在の状態でその者の無罪または有罪を決定することは非常に

困難またはむしろ不可能であるとされる 73）。また、被告人の不在は、弁護活動および公判の

真実究明機能を著しく低下させるとの見解がある 74）。

　これらの見解は、国際刑事司法の対象となる中核犯罪事件の特徴である、事件の大規模性と

複雑性を背景とするものである。検察官は、多数の被害者が生ずる多数の実行者による犯罪行

為について個人の刑事責任を追及する際、実際にいかなる犯罪行為が行われたかについて、そ

の犯罪の実行に関与した個人それぞれの責任形態ごとに立証しなければならない。また、中核

犯罪事件の証人は、被害者や目撃者だけでは足りず、同犯罪を行った組織の内部にいた者たち

の証言の擦り合わせから被告人の責任の外縁が現れてくる形式をとる。さらに、内部証人の場

合では、自らの責任を被告人に押し付けようとする傾向も多く想定される。

　したがって、被告人の在廷を確保することは、中核犯罪事件の裁判において、その正確性を

担保するために重要であるといえる。
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（2）　被告人の権利

　被告人の権利を尊重する公正な裁判の観点からは、国際刑事司法における被告人不在での裁

判は可能な限り制限されねばならないと考えられる。ICC規程起草過程における公正な裁判

の概念に基礎を置く主張の根拠として、多くの国際人権文書等が援用された 75）。また、ICC

規程上の欠席裁判禁止が被告人の在廷する「権利」を第一に定めていることは諸判例で確認さ

れている 76）。さらに、Ruto事件上訴裁判部決定では、被告人は「公判における単なる受動的

な観察者」ではなく、「刑事手続の主体」であり、「能動的な参加者である」と述べ 77）、英米

的な訴訟構造を前提とするような論理構成をとった。

　また、上述の STLにおいて欠席裁判が広く認められている現状に対し、批判的見解をとる

論者も多いことがあげられる。例えば、STL規程 22 条が欧州人権条約 6条とは整合しないと

するものや 78）、公正な裁判に対する権利の侵害にあたるとするもの 79）、さらにそうした公正

な裁判に対する権利の侵害が、裁判所の正当性に影響するとの主張もある 80）。

　　　3．2．3．2 つの要請のバランス

　欠席裁判禁止原則の例外を広げようとする立場と狭めようとする立場の間の議論を経て採択

された ICC規程では、身柄が確保された場合で、被告人による妨害がある場合にのみ、欠席

裁判を許容した。ただし、その後の規則改正や Gbagbo事件決定では、第一審終了後で自身が

その権利を放棄する場合が追加されたといえる。また、他の機関でも基本的には、被告人の身

柄が確保された場合の欠席裁判の可能性について規定し、被告人による妨害行為がある場合ま

たは被告人が自ら権利を放棄した場合の 2通りの要件を規定した。

　他方で、被告人在廷の要請と訴追確保という 2つの要請を根拠づける議論について見てくる

と、欠席裁判禁止原則を国際刑事司法領域でも採用することには、依然として乗り越えねばな

らない困難があるといえる。国際刑事司法における強大な訴追確保の要請に対する被告人の身

柄確保の困難に加え、裁判を実行すること自体が被害者や社会に提供する多大な利益が、被告

人不在のままでも重大な国際犯罪事件の裁判を開始する強い要請として根強くあることがわか

る。

　しかし、対象犯罪の重さや特殊性それ自体は、依然として欠席裁判容認の基準とはなってい

ないように思われる。不在とする裁判「手続」自体の軽重は考慮される場合は見られた。例え

ば、被告人の本来の被疑事実の有罪 /無罪に関わらない手続や人権を害する可能性の低い手続

があげられる 81）。しかし、訴追の対象となっている「犯罪」自体の重さを、他の犯罪との比

較において特別視して欠席裁判容認の根拠としている法規は見られなかった 82）。裁判におけ

る被告人の在廷は、対象犯罪が中核犯罪であることにより影響をうけていないと考えられる。

　また、欠席裁判禁止原則の 2 つの理論的根拠は、国際刑事司法の普遍的価値とも対応す
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る 83）。まず、裁判の正確性の確保は、国際刑事司法の普遍的価値である真実究明の価値を実

現するには必要不可欠な要素である。被告人抜きで刑事手続を行っても、裁判における証拠審

理の正確性が疑問視され、その判決で特定する「真実」の信頼性を低下させる虞がある。また、

適正手続の保障という国際刑事司法のもう 1つの普遍的価値の実現のためには、公正な裁判に

対する権利の一部と見做されている被告人の在廷する権利の保障が求められる。そのため、国

際人権法における被告人在廷権の認識の広がりも、被告人の在廷を原則とする強い根拠を有す

る。したがって、国際刑事司法領域における欠席裁判禁止原則の認識は、そのまま国際刑事司

法の普遍的価値を達成するために必要不可欠な原則として、確認されると考えられる。

おわりに

　本稿では国際刑事司法における欠席裁判禁止原則について考察したが、結論として、国際刑

事司法のプレミスが現行の同原則に与えている影響は限定的であることが明らかとなった。た

だし、国際刑事司法における被告人在廷は、国際刑事司法における処罰の意義の問題と関連し

ている。「不処罰の防止」を基本原理として発展してきた国際刑事司法であるが、そこでいう

「処罰」とは身体的な拘禁による応報や予防であるのか、それとも国際レベルにおける「処罰

パフォーマンス」が重要なのかが問われる。しかし、この「処罰パフォーマンス」は、被害者

共同体に対する国際社会による被害の公式的な認知に加え、金銭的・実質的な補償メカニズム

の端緒になる点で意味がある。さらに、判例により事実が確認されることで国際社会全体に影

響を与えた中核犯罪事件についての歴史認識が確立し 84）、それが国際的な賠償訴訟の根拠と

なる点もあげられる。このように、被告人という 1人の人間への罰を超えた意義が中核犯罪裁

判には認められるのである。

　他方で、被疑者・被告人の権利を侵害する一方的な裁判には正当性は認められず、上にあげ

た「処罰パフォーマンス」の意義を完遂することはできない。共通認識としてあると考えられ

るのは諸国の協力が得られず逮捕が実現しないという実務上の障害を理由に、法原則をゆがめ

ることを許さないことなのであろう。しかし、近年の ICC判例では欠席裁判禁止原則の例外

が拡大傾向にあり、今後の動向は注視する必要があるといえる。

【付記】

　本研究は、拙著博士論文「国際刑事司法における手続重複の規律」（大阪大学、2015 年 3 月）

の 1部を加筆・修正したものであり、JSPS科研費 13J03500、19K13517 の助成を受けている。
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The Principle of Prohibition of Trial in absentia in 
International Criminal Justice: 

Analyzing the Impact of the Premises of Core Crimes 
Prosecution to the General Principles of Criminal Procedure

Most criminal justice systems ban trial without the accused attending the trial (trial in absentia) 

and this rule is widely accepted as given due to the prevalent triad structure of the modern court 

system. However, this principle may have many exceptions, and different legal systems have 

adopted different rules on applying this principle in practice. Especially in international criminal 

justice, where international courts try those alleged to have committed the most serious crimes 

or core crimes which are of interest to the entire international community, trial in absentia is 

wanted because effective criminal justice has been hampered due to the inaction or inability of 

States in carrying out arrest and surrender of the accused persons who sometimes have the 

highest political status. 

	 This article examines the principle of prohibition of trial in absentia in international criminal 

justice by analyzing how the premises of this field of law affect the contents of the principle. First, 

it overviews the rationales of this principle, which vary depending on legal systems. Second, it 

conducts a comparative analysis of the principle among different national laws and international 

laws to examine if and how this principle exists as a ‘general principle of law’ or an ‘internationally 

recognized human rights.’ Third, it discusses if and how and why the difference between the 

contents of the principle of prohibition of trial in absentia as a general principle of international 

criminal law and that as a ‘general principle of law’ or ‘internationally recognized human rights’ is 

limited.

(OCHI, Megumi, Associate Professor, College of International Relations and Graduate School of International 

Relations, Ritsumeikan University)
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